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本稿では、コールらの「高齢の消費者の意思
決定とブランド選択」４）と具体的に事例とし
て国連欧州経済委員会（UNECE）のレポー
ト５）を採りあげることとした。
　コールらは、高齢者が急速に増加しつつあ
るデモグラフィックセグメントであるが、そ
の消費者行動については固定観念が残存して
いる、と考え、消費者の意思決定における加
齢に伴う変化を理解することの重要さを指摘
している６）。彼らは認知、影響および目標に
おける加齢に伴う変化が高齢の消費者の意思
決定過程、ブランド選択および習慣を十代の
若者とは異なったものしていることを明らか
にしようとしている７）。
　これまで高齢者は親切で、温和でやさしい
が、同時に無力で、役に立たたず、自分では
どうすることもできない、と考える通念が存
在している。高齢の消費者と若い消費者との
間には能力、選好および目標において本質的
に重複があるが差異もある。例えば、高齢者
は若い消費者よりもブランドに忠誠であるが、
これは新しいブランドについての情報を処理
するプロセスに対する高齢者の消費者の能力
の減退という固定観念から見るよりもむしろ、
動機における自発的変化のような行動の変化
１．はじめに
　わが国のみならず、高齢化の進展は社会経
済的にも大きな変化をもたらしつつある。そ
れは先進国だけでなく、発展途上国において
もあてはまる。平成26年版の『高齢社会白書
（全体版）』の「５．高齢化の国際的動向」に
よれば、先進国の高齢化は急速に進んでおり、
高齢化率、すなわち、総人口に占める65歳以
上の人の割合は、先進国では平均15.9％であ
り、新興国では5.8％である１）。特にわが国お
いては、2008年以降、人口減少社会に入り、
年金・医療・介護の問題がクローズアップさ
れている。高齢者というセグメントの増大は
マーケティング、流通、消費者行動といった
分野においても、次第に重要性を増しつつあ
る、といえよう２）。それは生活産業分野全般
に及ぶものであるが、特に高齢者の使う商品・
サービスの開発、流通のさせ方、情報の提供
の仕方、また、その前提にある高齢者という
セグメントとその他のセグメントとの違いを
消費者としての高齢者という視点からアプ
ローチする必要性がある３）。そのためには、
まず高齢の消費者の意思決定とブランド選択
について知ることが不可欠であろう。そこで
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費者行動論で十分に探求され、広く適用され
ている制御焦点理論との関連を示唆している。
　制御焦点理論によれば11）、促進焦点が利得
及び理想の追求を含んでいるのに対して予防
焦点は損失を回避し、義務を果たすことを目
的としている。個人にとって主要な関心の的
は、絶えずまた状況によっても変わりうる。
したがって、商品選好やコミュニケーション
というより広い領域があきらかにされねばな
らない。加齢とともに選択される目標は変
わってくるので高齢の消費者が若い消費者に
比べてより予防に焦点を合わせ、さほど促進
に焦点を合わせなくなると考えられる。それ
は特に高齢の消費者がなんらかの認知能力、
たとえば経験を失うとおもわれる領域に当て
はまる。
　さらに、年齢とともに変化するその他の変
数は予防焦点の相対的な増加を再強化する。
特に最近の研究成果は、限られた時間という
視点からは促進目標に対する予防の相対的重
要性が増しているし、予防焦点に関連した認
知プロセスに対する促進焦点と関連した認知
プロセスはより認知的な問題解決能力を必要
としやすいことを示唆している。高齢の消費
者は時間が限定され、若い消費者に比べて認
知的問題解決能力が限定されているために、
若い消費者に対して相対的に予防焦点の増大
を示す何らかの傾向を再強化している12）。
2.2　認知：機能的学習の場合
　コールらは機能的学習、すなわち刺激と反
応の連続に関連する継続的な機能的マッピン
グの学習における加齢に伴う変化に関連する
いくつかの新しい発見を強調している。機能
的学習を通じて有機体はある一定の判断ルー
ルを獲得する。たとえば商品がよくなればな
の基礎となっている別の理由について注意深
く考えるべきである。それゆえに、コールら
は高齢の消費者の能力の減退についてのしば
しば間違った通念の産物である、ということ
を明らかにするためにマーケティングと心理
学双方の最近の文献を統合的に活用している、
という点において検討に値する、といえる８）。
２．目標、情緒および認知について
2.1　目標と情緒
　動機の変化は加齢とともに生じるが、カー
ステンセンらは社会情動的選択理論を提唱し
た。それによれば、人々は残っている時間が
制限されていると認識した場合、知識に関連
したものに感情的に意味のある社会的目標に
優先順位をつける、というものである。この
理論は社会的領域の内外で加齢の動機的変化
を説明するためにも用いられる。特に高齢の
消費者が知識に関連した目標に対して情動的
に意味のある目標を実現することに役だつ
メッセージによって説得されたり、理性的な
訴求よりも情動的な訴求に基づくメッセージ
によって説得される傾向があることがあきら
かにされている９）。
　サクセスフル・エイジング理論10）は、問題
解決能力の損失のために年齢とともに変化す
る目標についての補足的予測をしている。つ
まり、ひとびとが成長という発展的目標から、
すなわち「健康状態を改善したい」から「ずっ
と健康でありたい」という維持目標や「健康
が衰えることは望ましくない」という損失の
制御に移行した場合、目標の分離度の増加が
予測される。また、この研究は十代の若者や
中年と比べて、高齢者の目標が非常に損失の
回避、現状維持の志向を反映している、とい
うことを発見した。これらの理論や発見は消
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にもかかわらず、逆の情報が直接情報として
簡単に再構成される状況では高齢者は若い人
と同様に逆の情報を使うことができる。
　日常生活における機能的関連について認知
理論はまだ利用することができないので、ど
の程度まで、機能的学習の差異が重大か知る
ことは難しい。もし日常生活で、出来事の間
の直接的な関連にルールがあり、逆あるいは
非線形の関係は例外である、と仮定すると、
その場合、高齢者が逆の関係と直接的な関係
の結合に直面した場合に、もしも多くの逆の
関係が直接的な関係として再構築されるなら
ば、彼らが経験するトラブルの具体的な帰結
は限定される14）。
2.3　認知とニューロイメージデータ
　次にコールらは、ニューロイメージング
データについて述べている。それによれば脳
の活動は観察された認知、情緒および目標に
おける加齢に伴う変化を必ずしも反映してい
ないことを示している。ある仕事のために十
代の若者は高齢者よりも脳の諸領域を盛んに
活性化させているが、別の仕事のためには高
齢者は十代の若者が関与していない脳の領域
を強化している。最近の行動学的研究は高齢
者の認知的パフォーマンスが保存および順応
性を反映している状況を認め始めた。この研
究は重要である。というのも、加齢による記
憶や問題解決能力の限界が個人の目標や動機
づけによって改善しうるからである。高齢の
消費者に関するひとつの興味深い問題は、ど
の程度までブランドが特有な領域を象徴して
いるかに関連している。ブランドに関する限
り、十代の若者に関するfMRI（機能的磁気
共鳴画像法）の研究は、ブランドや人々が同
じ神経領域を使っていないし、ブランドに対
るほど、価格は高くなる、ということは機能
的な意思決定ルールである。そのような連続
的な関係を見つけ学習する能力は、その人の
一生を通じて強い適応性のある価値をもって
いる、という13）。
　加齢に関する研究は、品質というある価値
刺激とその価格から予想される価値について
特定のフィードバックが与えられている場合、
高齢者も十代の若者も同様に毎日の生活のな
かで経験する最も一般的な機能的関係を学習
する。高齢者は直接的なコミュニケーション
を使うが、その他の機能的な学習結果は高齢
者が十代の若者と同様に学習したり、推論し
たりすることができる。しかし、一つの関係
が肯定的（たとえば、投薬）で、もうひとつ
の関係が逆（たとえば、副作用）のような場
合、高齢者は逆の関係を学習することが困難
である。彼らは関係が一つに向けられ、適用
されることを見つけることができるが、二つ
の刺激を全体の予測とどのように結合するの
か学習する困難さに直面する。多くの高齢者
は逆の関連の刺激をあまり使わない。しかし、
二つの関連が逆の場合、高齢者の中には二つ
の逆の関係を調べ、学習し、刺激の価値を正
しく結びつける者もいる。結局、根拠のない
判断できない刺戟に埋め込まれた二つの直接
的な関係のある刺戟が提示された場合、刺激
が妥当か見極めるのに高齢者は若い人よりも
苦労する。反対の意味を持つ二つの刺激を結
びつけることは学習していない状況にある高
齢者にとっては非常にやりがいのある課題を
作り出す。たとえば、あるもののボリューム
をその重さと密度についての情報から判断す
る場合、多くの高齢者が密度の情報を使うこ
とができない。その代わりに彼らはボリュー
ムを重さと密度の直接の関数として判断する。
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る。加齢とともに、包括的なコントロールさ
れた認知的プロセスとは対照的に、これらの
ネットワークがどの程度まで付加的な領域を
強化するのか、あるいは相対的に変化しない
のかは、将来の研究にとって重要な領域であ
る。個人の目標、特に社会的および情動的目
標、認知年齢のインパクトの利点や陥穽を研
究することで、われわれは情報処理メカニズ
ムが動機づけの方法における情報を組み立て
るための利用しうるか学ぶことができる15）、
とコールらは述べている。
３．意思決定、習慣およびブランド選択
3.1　意思決定
　さらにコールらによれば、目標の変化と同
様に認知および感情のプロセスにおける年齢
の差異が、どのように意思決定がなされ、ど
のようにそれらが改善されるのかにとって重
要な理論的ならびに実践的な影響を及ぼして
いると考えられる16）。加齢に伴う熟慮プロセ
スの効率の低下は意思決定の質の低下を示し
ている。しかしながら、思慮深い能力、情動
的目標への焦点の増加および多くの経験を積
むことなどの加齢に関連した適応プロセスは
良かれ悪しかれ高齢者の意思決定が状況に依
存していることは明らかにしている。良い意
思決定をするためには、意思決定者は役に立
つ、正確で、時宜を得た情報をもち、その意
味を理解することができなければならない。
さらに選択肢の間の有意差を明らかにし、そ
のニーズや価値に合うように各要素をウェイ
トづけできなければならないし、それらの妥
協点をさぐるトレードオフをし、最終的には
選択をしなければならない。
　情報処理の状況で加齢に伴う変化として挙
げられるのは意思決定をするさいの高齢者と
する活性化が物を認識するのと同じ領域で生
じる、ということを示している。さらにデー
タは、人の判断が報酬領域にブランドよりも
強い反応を引き起こす、ということを示して
いる。つまり、十代の若者に関しては、ブラ
ンドは非常に動機づけとなるが、どれくらい
個人の判断にとって重要なのかわからない場
合もあるということである。これらの同じ区
別が高齢者に同じ程度で与えられるかどうか
は不確かである。高齢者は年齢とともに目に
見える対象物のクラスの間の区別をするさい
に何らかの特性を失っている。それゆえに対
象物と人間、あるいは対象物とブランドさえ、
十代の若者に比べ高齢者ではあまり区別され
ないようになることは起こりうる。しかしな
がら、最近のfMRIは、社会的情報や自己関
連情報に関与している脳の領域である内側前
頭前皮質のある特定の機能が年齢の影響を受
けていない、ことを示している。さらに、前
頭部を強化する高齢者の能力は、付加的情報
が何らかの状況のもとで抑制されうることや
動機づけの状況が付加的な前頭部の仲介する
メカニズムの利用を引き起こしやすい、とい
うことを示唆している。
　脳において人間、対象物やブランドの領域
だけが年齢集団を横断的に比較できるだけで
なく、報酬および社会情動的プロセスを仲介
する神経領域もまた探求されるべきである。
いくつかの研究は扁桃腺の反応が高齢者にお
いては減少している、と述べている。ドーパ
ミンの受容体の数が年齢とともに減少すると
いう発見は、たとえば、線条体と腹側内側の
前頭葉前部の皮質のような報酬に関連してい
るドーパミン感受性領域の活性化のパターン
は年齢とともに変化するが、それは未だに立
証されてはいない、ということを示唆してい
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しては、多くの知識、大きな信頼および意思
決定の選択肢および情報に対するより正確で
情緒的対応などに限定されないものを含んで
いる。そして最後に、情動的情報が動機づけ
のシフトのために高齢者の意思決定において
より大きな問題をもっている、といえる。し
かしながら、これまでの研究によれば、これ
らのシフトが情動的情報、肯定的情報あるい
は否定的情報の影響のためなのかどうかはあ
きらかではない。情緒的情報が高齢者の意思
決定において大きな重みをもっているという
考え方は、どのように情報が提示されるべき
かに関して影響を及ぼしてきた。ペーターら
は情緒的情報マーカーを検証してきたし、特
に処理速度が遅い高齢者にとって情緒マー
カーの存在が高齢者の意思決定に重要な影響
を及ぼしてきたことを明らかにしたが、その
肯定的な影響を検証しようとはしなかった。
　コールらの考え方を要約すれば、ヴァイタ
ルヘルス、財政的問題およびその他の個人的
問題について多くの意思決定に直面する時に
高齢者は十代の若者とは異なった方法で情報
を処理する。しかし、これまでの調査は主と
して十代の若者に基づいて行われているため
に、高齢者に焦点を絞った研究が広範囲に行
われ、その調査結果が増大しつつある高齢の
人々に与えられるべきであろう、ということ
である18）。
3.2　加齢と習慣
　大部分の消費者行動は決まりきった形で行
われるし、それは習慣によって動かされてい
る、といえる。習慣は記憶における連想とし
て始まり、連想は反復により行動とその定期
的な出現の間に形成される。これらの連想は
行動を繰り返すことで自動的に相応した傾向
十代の若者の違いである。特によく知らない
ことやめったに出会わない意思決定において
数の理解力は加齢とともに減少する傾向があ
る。意思決定者に対して数に関する情報をど
のようにして提供するのかについての研究は、
認知的努力を減少させることで数の情報の理
解と利用が増大するということを示している。
高齢者は忘れてしまった情報を確かめるかの
ように情報探索の最後に情報を要約しチェッ
クするために記憶を自然に使っているが、そ
れに対して十代の若者は記憶目的よりもむし
ろ計画をするために探索の途中で記憶を使う
ように思われる。
　しかしながら、三つの理由で、意思決定に
おける成人の年齢の差異に関するあまりにも
単純な説明に対して慎重さが欠如しているよ
うに思われる。まず高齢者は選択において熟
慮する能力を使っている。ヘスらは、高齢者
が仕事をするさいに非常な適切さと関心を持
ち、より多くの時間を認知的問題解決能力に
配分し、あまり適切ではない情報の影響を
チェックしたりコントロールしている、と考
えている17）。始めから多くの問題解決能力を
もっている十代の若者は、これらの資源の使
用において選択的ではなく、その意思決定が
彼らの関心にとって適切かどうかに関係なく
判断に対する不適切な情報の影響を殆ど示し
ていない。したがって、高齢者の意思決定に
おける動機づけをいかに増大させるかに関す
る研究が期待される。
　次に熟慮の減少は、意思決定における年齢
差の説明としてはあまりにも単純であるよう
に思われる。というのも、累積された経験が
加齢に伴う減少を相殺しているからである。
意思決定への経験の効果を仲介するものにつ
いては殆ど知られていない。仲介するものと
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高齢者は個人間の関係と関連した習慣、たと
えば、贈り物をしたり、手伝ったりするよう
な友人行動を重視する。高齢者の種類の習慣
の変化は十代の若者に対して高齢者がどのよ
うに情報を処理し、意思決定をしているかと
いう質的変化と一致している。特に高齢者は
個人的経験や情動に関心がありがちである19）。
3.3　ブランド選択
　年齢とともにブランド選好がどのように変
化するのかを分析する実証的研究はほとんど
おこなわれていないけれども、いくつかの研
究は高齢者の消費者が長期にわたって確立さ
れた選択を好む傾向があることを示しており、
これは異なった相補的なメカニズムがそのよ
うな結果を導いている、といえる。ノスタル
ジアメカニズムは、消費者がすなわち15歳か
ら30歳の間である「臨界期」の間に選好を発
展させ、生涯それらを維持することを示唆し
ている。選択的な愛着メカニズムは、たとえ
消費者の、映画俳優のへの愛着、音楽スタイ
ルあるいはブランドとの最初の遭遇が「臨界
期」を大幅に超えて晩年に起こったとしても、
それらの愛着を長い年月にわたって展開させ
ることができるといえる。
　習慣のメカニズムは加齢とともに次第に強
くなるので、高齢者は長く時間をかけて確立
された意見を好むようになる。また新しい選
択肢を開拓するための年齢と意欲の間の関連
は、加齢に伴う革新性の不在あるいは減少に
依存している。さらに社会情動的選択理論は、
高齢者が長く知られている選択肢を好むよう
に、つまり潜在的に新らたに出会ったものに
興味を持つよりもよく知られている知識を満
足させるように導く情緒的要因をより強調す
る。それは認知的損傷が加齢と結びついてい
に翻訳される。習慣的行動の反復は、その規
則化と自動化を導く。それは一定の精神的お
よび生理学上の変化を伴い、習慣行動の傾向
は無意識的になる。習慣化は行動するために
必要な意識的な思考の総量を減少させる。年
齢とともに、連想と刺戟との間および連想と
行動との間の関係は強化される。さらに高齢
者にとって、習慣は一層活性化され、依存し
やすいものなる。したがって、年齢は強化に
関連する代用品としてみることもできよう。
実際に年齢が（１）自由な連想を生む個人の
傾向の減少と関連している（２）行動を反復
させる傾向の増大に関連している、という研
究結果もある。
　加齢は自動的で、習慣に引き起こされる行
動を発展させ、依存することに関連する一定
の認知的障害を生む。認知的ならびに行動的
パフォーマンスは年齢とともにゆっくりとな
りがちであるけれども、フィールドスタディ
は高齢者の現実のパフォーマンスが十代の若
者と同程度であることを示している。習慣の
発展がパフォーマンスを対等にするのに役
立っている、と思われる。だから高齢者は習
慣に依存しうるために十代の若者に比べれば
認知的問題解決能力が少ない、という事実に
もかかわらず十代の若者よりも賢くなりうる、
といえるかもしれない。年齢は所得や年代な
ど多くの社会経済的差異および認知力や情動
性などの個人的差異のある特性を持つひとつ
の変数である。興味深いことに、ドロレット
らの研究によれば、おおよそ50歳という平均
年齢の違いにもかかわらず、高齢者と十代の
若者は習慣が良いものであるということに関
して大体意見が一致している。しかし別の研
究では年齢グループ間には習慣行動の種類と
いった点で差異がある。十代の若者に比べて、
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働き、健康であり続けるのにつれて、この期
限が変化させても構わないであろう。医療の
進歩や地理的な差異のために、同年齢の人々
においても認知能力、目標および動機づけな
どにおける多様性が増大している。これまで
の加齢の研究には今後取り組むべき多くの未
解決の問題が存在している。変化が年齢とど
のように関連しているのか、コーホート効果
は年齢と相互作用しているのか、ある種の商
品あるいはサービスの特徴は若者の消費者と
高齢者の消費者では異なった意味、重要性お
よび価値をもっているかもしれない。した
がって、高齢の消費者の選択プロセスは異
なっているのかもしれない。また、研究者の
固定観念が結果に影響を与えているかもしれ
ない。今後の研究は長年にわたって蓄積され
てきた知識を使う現実的な状況で高齢者を研
究することは重要であろう21）。
　以上がコールらの所説の概要である。次に
具体的な事例の紹介として国連欧州経済委員
会のレポート「消費者としての高齢者」を採
りあげることにしよう22）。
６．消費者としての高齢者
　高齢者社会において、一つの目的は高齢者
の社会的、経済的、政治的及び文化的参加を
一層強化することにある。それゆえに、高齢
者は共有するニーズと特定のニーズ、利害お
よび選好を伴う重要な消費者集団として認識
すべきである。政府、サービス供給者および
市民社会は商品のデザインやサービスの供給
において高齢者の見解を考慮に入れるべきで
ある23）。人口の高齢化は社会活動および経済
活動のあらゆる側面に影響を与えている。特
に高齢者は特定のニーズと重要な総購買力を
もつ増大しつつある消費者集団を構成してい
るからである。例えば処理速度あるいはその
他の説明変数の集合を与えるワーキングメモ
リーの容量の現象などである。たとえば、想
起能力の損傷は、高齢者が小さな想起集合し
かもっておらず、彼らが情報を、特に新しい
情報を記憶したり、操作することが難しいこ
とを意味する。この損傷は消費者の選択プロ
セスの単純化、ヒューリスティックの利用を
導き、よく知っている選択肢を選ぶようにさ
せる。たとえば、視力あるいは聴覚の弱さ、
歩行や車の運転の困難さなどは、選択肢の単
純化あるいは高齢の消費者の店舗の訪問数を
制限するように作用する20）。
５．今後の研究課題
　これまでの研究は多くの興味ある問題を提
起しているし、将来の研究の方向を示唆して
いる。コールらは意思決定が消費者の認知、
情緒および目標によって影響を受ける、と考
えている。高齢者の選択や意思決定プロセス
が十代の若者とは異なっている場合、これら
の根本的に心理学的要因における加齢に伴う
変化のためであると考えられる。全体として、
個人の特性、環境および仕事がどのように認
知、情緒および目標の相対的インパクトに影
響を与え、意思決定を変化させるかについて
のより多くの研究が今後必要であろう。たと
えば、高齢者が意思決定する際にその他の年
代の人々とは異なった方法でウェイトづけさ
れた同じプロセスを使うか、全体として異
なったプロセスを使うかどうかといった点を
特に明らかにすべきである。
　重要な方法論的問題としては、調査のため
に回答者がどのように選ばれたかに関連して
いる。従来65歳という退職年齢を高齢者の期
限として使ってきているが、人々がより長く
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ことを手助けしている。それにもかかわらず、
低所得の労働者は退職により脆弱なグループ
にとどまっている。それゆえに一層の改革は
根本的な社会的保護という目的を銘記した物
価スライド制と物価安定策を通じた十分な社
会保護のみならず年金システムの財政的持続
可能性に関連した目標も追求すべきである。
　西ヨーロッパ、コーカサスおよび中央アジ
アの諸国は高齢者の経済的福祉を強化するた
めに努力し始めている。彼らの大部分は、そ
の年金システムや年金年齢の引き上げなどの
改革を実行してきた。中央ヨーロッパおよび
東ヨーロッパの新しいEU加盟国は確定拠出
型年金の拡大および高齢者保障の民営化を目
指した改革に一層取り組んできた。いくつか
の国では社会保護や多柱型年金制度が増加し
ている。カザフスタンでは完全積立方式年金
制度を施行している。収入調査および最低年
金保障を通じて高齢者の貧困に対処すること
を目指している国もある。アルバニアあるい
はトルクメニスタンのようなあまり豊かでは
なく、若い国では国民年金も非公式な世代間
のリスク共同負担メカニズムによっても強化
されている。
　多くの東ヨーロッパや中央アジアの諸国で
は1990年代以降貧困の増大が顕著であり、そ
の経済的状況は西ヨーロッパや北ヨーロッパ
諸国とは著しく異なっているが、東ヨーロッ
パや中央アジアの年金受給者は賃金労働者よ
りも優遇されている。時系列的な比較研究は
年金受給者の家庭が現実には経済の移行期に
相対的に所得を改善させてきていることを示
している。多くの諸国では高齢者の貧困リス
クは西ヨーロッパ諸国のみならず全人口平均
に対しても低い。それにもかかわらず、貧困
の減少と高齢者の基本的消費ニーズを満たす
る。政策立案者は企業があらゆる年齢の人々
に対してより多くの商品を市場に供給するこ
とを奨励したいと思っている。この政策はデ
モグラフィックのトレンド、UNECE地域に
おける高齢者の福祉および消費に関する彼ら
固有なニーズ、選好および関心の背景にある
消費者としての高齢者に関連する問題に向け
られている。デモグラフィックの変化をみて
みると、ヨーロッパおよび北米の人口はベ
ビーブームの間に生まれた大きな世代が退職
年連に達し、平均寿命が延びるにつれて高齢
化しつつある24）。高齢化は普遍的なプロセス
であるけれども、それはUNECE地域の異なっ
た地域の間においてさえ、高齢化の始まりと
ペースは非常に様々である。にもかかわらず、
高齢化は今世紀の人口発達の紛れもない悲劇
となるであろう。このことの最も明白な現わ
れは、高齢者の割合が増加し続けている、と
いうことである。若い人々がいる国々では、
高齢者の数と割合の相対的増加は一層大きい。
①UNECE地域における高齢者の経済的福祉
　高齢者はかなりの購買力をもっているが、
それはすべてのUNECE諸国が支給している
公的年金によって支えられている25）。明らか
に年金システムの改革は人口の高齢化に関連
した挑戦すべき大きな政策の一つのまま残っ
ている。しかし、年金は明らかに高齢者の主
要な源泉である。UNECEの地域内では年金
制度の制度的な多様性は認められているが、
西ヨーロッパ諸国は同質的であるといわれて
いる。大部分の諸国は高齢者の極貧を保護す
るという目標を追求し、労働者たちが労働か
ら得えていた十分な水準の所得に取って替わ
り、課税システムを通じて高齢者を援助する
ことで退職期間に一定の生活水準を維持する
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がちである。彼らはその他の年齢グループと
同様な消費者行動パターンを示すのかが問題
である。たとえば、高齢者世帯には若い子供
のいる世帯とは異なった需要があるかもしれ
ない。だから、世帯の年齢構成は政策立案者
や市民社会のみならずサービス供給者や生産
者にとっても考慮すべき重要な要素である。
人々の加齢についての議論はしばしば、65歳
以上の人々は同質的なグループを形成してい
る、ということを暗黙裡に仮定している。し
かしながら、年齢によって定義されるどんな
人口集団においても、65歳以上の集団は、た
とえば所得や富、脆弱性や健康状態のような
特性において多様性がある。また彼らは家で
独立して生活するために特定の補助的なテク
ノロジーを必要とする脆弱な従属的人々にす
ぎないとして見られがちである。今日では高
齢者は、健康であり、情報通であり、差別さ
れないことを望んでいる。だから、高齢者に
関するステレオタイプの考え方は今日の増大
しつつある多様性を反映しているわけではな
いことに注意すべきである。加齢に適応する
ためには、高齢者の所得および消費構造双方
の不均一性を考慮すべきである28）。世帯支出
調査は年齢による消費パターンに関するデー
タを提供している。それによれば日用品グ
ループの中で、住居の割合、エネルギーおよ
び医療費が年齢とともに増大してゆく傾向に
ある。これに対して、交通手段、娯楽および
教育に関する支出は年齢とともに減少してゆ
く。
　加齢による消費パターンの一定傾向を仮定
すると、その影響は医療費、次いでエネルギー
消費および住居費の上昇を導くが、加齢によ
る消費割合の変化は経済における主要な構造
変化を生まない。しかしながら、もし労働力
ことが多くの国おける主要な問題として残っ
ている26）。
②ライフサイクル仮説と消費
　消費はしばしば経済的福祉を図るために用
いられる。そのこと自体、可処分所得に対し
て望ましいと考えられるかもしれない。とい
うのも、人々は所得よりもむしろ消費を通じ
て効用を得るからである。ライフサイクル仮
説は、消費行動のみならず加齢と貯蓄の直接
的な理論的関係を与えるものである。このア
プローチによれば、個人や世帯は生涯にわた
り消費と貯蓄の組み合わせを変化させ、消費
計画を作っている。彼らは所得が高い時に資
産を蓄積し、これらの資産を所得が減少した
ときに使う。この理論は、高齢者も若者も中
年よりも貯蓄しないことを暗示している。だ
から、貯蓄は大部分働いている時に蓄積され、
高齢時に消費のための資金を供給し、生活水
準を維持する。
　にもかかわらず、このアプローチは経験的
な妥当性が議論のトピックとして残されてい
る理論的モデルである、ということは強調す
べきである。このモデルは静的な政治的なら
びに経済的状況の下でのみ有効に機能するが
年齢、消費および貯蓄などの関連する側面を
カバーすることはできない。たとえば、予備
的貯蓄のために貯蓄率は予想よりも高くなる
かもしれない。富の配分もかなり大きな影響
がある。というのも、富の配分の低い階層に
いる高齢者は十分な生活水準を確保するため
に貯蓄により依存する必要があるかもしれな
いからである。
　高齢者は重要で増大しつつある消費者集団
を構成している27）。彼らはかなりの購買力を
自由に使うし、蓄積された貯蓄を使い果たし
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を組み込んだ車を奨励すべきである。多くの
UNECE諸国は高齢者無料あるいは割引輸送
を提供している。たとえば、チェコは使わな
ければ現金に換えることができる無料の国鉄
チケットを与えている。
　さらに、たとえば、高齢者が人里離れた地
方エリアに住んでいるか、都会の近くに住ん
でいるか、競争価格での小売商品の品揃えを
利用するかどうか、また、保険契約が高齢者
の特定のグループを差別しているかどうか確
かめることは重要である。さまざまな産業は
すでに高齢の消費者の数の増大によって惹き
起こされたデモグラフィックの変化や機会に
ついて大きな関心を示している。一方、政府、
サービス供給者や市民社会は、高齢者の完全
な社会参加をサポートするすべての年齢のた
めの商品やサービスのコンセプトを考案すべ
きである29）。
④政策的含意
　政府は消費者としての高齢者に関するすべ
ての政策領域をどのように調整し、活動方針
を決定すべきなのであろうか。次のような活
動の方向が提案されている。まず、政策立案
者は商品をすべての年齢の人々のために考案
することやすべての政策領域のみならず経済
的領域においても主要な加齢という概念をプ
ロモートすることも奨励すべきである。すべ
ての年齢の人々のための社会を達成するため
にデモブラフィックの変化と調和するように
経済を向ける要素である。この課題にうまく
取組むためには、効果的なアプローチと戦略
を開発し用いる公的部門と民間部門の努力の
結合が必要である。民間企業と高齢の消費者
の間のコミュニケーションを促進することに
よって、高齢化する人々の消費ニーズと選好
への高齢者の参加が増大するならば、彼らの
消費パターンは最盛期の年齢のパターンに近
づくかもしれない。さらに、情報技術および
コミュニケーション技術の発展と共に、高齢
者にさほど消費されない商品のうちのいくつ
かのものも一層高齢者に親しみあるようにな
るかもしれない。
③あらゆる年齢の人ための商品とサービス
　高齢者の特定のニーズ、関心および選好は
商品のデザインに対する暗示を含んでいる。
他人に頼って生活している多くの個人や慢性
的な病気を持っている人々の特定の商品およ
びサービスに対する需要の増加は生産者や
サービス供給者が考えるべき唯一の側面では
ない。それらは、使い勝手がよく、実用的な
方法で、商品やサービスのデザインを目指す
必要がある。たとえば、処方箋の指示書は読
みやすく、わかりやすくなければならない。
すべての人々は年齢、個人的技能、性別ある
いは教育や文化的背景にかかわらず商品や
サービスを使ったり、入手したりできなけれ
ばならない。すべての年齢の人ためのデザイ
ンの開発は大衆に提供される毎日の商品や
サービスばかりでなく、公的交通、都市の発
展、家、情報およびコミュニケーションテク
ノロジー、サービスなど生活のすべての領域
を含んでいるべきである。
　高齢者の経済的、社会的、政治的および文
化的参加を強化するためには、利用しやすく
役に立つ民間のみならず公的な商品やサービ
スを供給することがきわめて重要である。た
とえば、公共交通は高齢者のニーズに適応す
べきである。政策立案者は床の低い車あるい
は身体に障害のある人や動くことに制限のあ
る人のために簡単に広げることが可能な設備
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ホルダーに利益を与える。かなりの購買力や
経済的重要性をもった集団として高齢者を認
めることによって、未開拓の潜在力をもった
商品やサービスが発売される。このことは本
質的に労働市場や経済成長に寄与する31）。第
四に、高齢者にやさしい商品は身体障害を含
む高齢者の生活の質を著しく改善しうるし、
独立した生活を維持することを手助けする。
あらゆる年齢のためのデザインを主流とする
ことで独立し、充実したライフスタイルを促
進することができる。さらに、公共交通組織、
住宅政策およびその他の政策は高齢者の健康
や福祉に大きな影響を与えてきている32）。
　これまでみてきたように消費と望ましい生
活水準を通じて高齢者は特定のニーズ、関心
および選好をもった重要な消費者集団として
認識されている。企業は高齢者のニーズに適
応した商品やサービスの潜在性を考えるべき
である。政策立案者は、経済や労働市場に全
面的に貢献する企業のみならず高齢者にとっ
ても非常に利益を与えるように生産、流通、
広告および商品やサービスの販売の領域で主
流となる加齢を中心的な課題と考えてゆかね
ばならない。より利用者にやさしい商品をデ
ザインし、実践的な方法で高齢者が日常生活
での困難を処理できるようにすべきである。
利用しやすく役に立つサービスや商品を供給
することは、高齢者の平等な社会的、経済的、
政治的および文化的参加という目的に寄与す
る。それゆえに、政策立案者は、消費者とし
ての高齢者に関するものを含むすべての政策
領域にまたがる主流となる加齢の目標を追求
することをもとめねばならない、というのが
UNECEのレポートの結論である33）。
が充足させることを確実にする。さらに、す
べての高齢者が消費者として公平に扱われる
ように民間企業と公的企業を監視し、規制す
れば、高齢者は恩恵をうけると考えられる30）。
第二に、政府、サービス供給者および市民社
会は、高齢者のニーズ、関心および選好を考
慮することで、より良い経済的統合に貢献し
うる。このことは社会における高齢者の社会
的ならびに経済的参加を促進し、政府自身も
深く関わることになる。その他の年齢の集団
と同程度の消費者保護を享受するかどうか、
また、高齢者がそのような保護の利用におい
て何らかの特定の問題に直面するかどうか決
定するのは、どのような行動をするのかにか
かっている。高齢の消費者は商品やサービス
について十分な情報をもって選択する機会を
与えられたり、そうでなかった場合には、企
業に責任を問うことができなければならない。
これらのことが達成できるようになれば高齢
の消費者も差別されなくなるに違いない。よ
り具体的には、契約、広告、販売技術や保障
などは高齢者を混乱させたり、おどしたり、
あるいは欺いたりしてはいけない。また、高
齢の消費者は、契約で決められた保障を考え
たり、再考するための十分な時間を与えられ
ねばならない。第三に、増大しつつある消費
者集団としての高齢者の特殊性を考慮するこ
とは経済発展に寄与することになる。加齢の
プロセスは単に高齢者という割合の増大を導
くだけではない。高齢者はかなりの購買力を
もった増大しつつある消費者集団を構成して
いる。高齢者の多くは蓄積された財産を持っ
ており、消費したいと思っている。あらゆる
年齢集団のための非常に多様な商品やサービ
スを伴う新しい市場の創造は、国民経済のみ
ならず高齢者や企業を含むあらゆるステイク
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要な点は理論的アプローチではなく、実証的
なデータに基づく提案が必要であるというこ
とである。また、高齢者と言っても文化的な
多様性をもっているので、ある国の事例や調
査結果がそのまま他の国に応用できないとこ
ろに複雑さがある。大きな方向性においては
コールらの所説やUNECEのレポートは多く
の重要な点を示唆しているが、それがそのま
ま、たとえばわが国には応用できない点に注
意が必要である。
　また、たとえば、ライフサイクル仮説に基
づく消費者、特に高齢者の行動分析は、アメ
リカには応用できない。米国の貯蓄率は80 
年代半ばから低下傾向にあったが、05年には
遂にマイナスに落ち込んでいる。つまり退職
後の資産形成は極めて不十分である。これは
米国においては、たとえば、個人の成功が金
銭支払い能力（消費）によって評価させるか
らといえよう。まさに金銭的な見栄が貯蓄率
の低下傾向の一因であるといえよう34）。
　このように消費者行動は文化的に影響をう
けており、そこに多様性がある。その点に対
する指摘がコールらの所説やUNECEのレ
ポートには含まれていないが今後の高齢者の
消費者行動研究の焦眉の課題といえよう。マ
クロ的な影響要因として文化は非常に大きな
力を持っているからである。
注
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実証的なものである。そこでは基本的にライ
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